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要旨：クリープ現象を起こすのは膨張材およびセメントの水和によって生成される水和生成物のみと仮定し，セ

メントおよび膨張材の水和生成物のクリープ性能とともに，新しく生成される水和生成物とすでに生成されて応

力を負担している水和生成物の間の応力の再分配現象と膨張材およびセメントの水和生成物の間の均衡を考慮す

ることで，膨張材を混和したセメント硬化体のクリープ現象をモデル化した。一方，モデル化したクリープ現象

を拘束状態への応力変化の計算に用い拘束応力を予測して，リングテストから求めた応力の結果と比べた結果，

全体的に材齢による応力の進展状態を良い精度で予測することができた。 
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1. はじめに 

コンクリートの収縮によるひび割れは，コンクリート

構造物の美観の低下や劣化促進の起点になりやすいと

いう懸念から，収縮ひび割れ抑制に対する要求が高まっ

ている1)。一方，応力が生じたコンクリートには一定応

力下で変形が生じるクリープという性質があり，生じる

はずの応力を減少させる。このクリープ性能の把握は，

コンクリートの応力算定において非常に重要である2)。

このような状況のもと，収縮によるひび割れの抑制対策

として膨張材の適用が増加し，膨張材を混和したコンク

リートの材料特性に関する研究が今まで多くなされて

きたが，クリープに関する研究は少なく，定量的に評価

するまでには至っていないのが現状である。  

そこで本研究では，既往研究を参考3,4,5,6,7)とし膨張材

を混和したセメント硬化体のクリープ現象をモデル化

し，クリープ解析を行うことで膨張モルタルの拘束応力

を予測した。 

 

2. クリープ解析による拘束応力予測 

2.1 膨張材を混和したセメント硬化体のクリープ 

既往研究としてLorkhorst4)やMaruyama5)のクリープモ

デルに着目して膨張材を混入したセメント硬化体のク

リープモデルを行った6)。膨張材を混和したセメント硬

化体のクリープ複合モデルを図－1に示す。膨張材を混

和したセメント硬化体の内部において，膨張材の水和生

成物はセメントの水和生成物との抵抗と釣り合いを取

りながら生成していると考えられる。ここで，クリープ

現象を示すのは，セメントおよび膨張材の水和生成物の

みで，これらの水和生成物のクリープ性状は，時間的・

空間的に均一なものであると仮定する。一方，セメント

硬化体内の未水和セメントおよび未水和膨張材は均一 

図－１ 膨張材を混和したセメントペーストの 

クリープ複合モデル 

 

な弾性係数を持つ固体であり，毛管内の水分は応力を負

担しないと仮定を立て膨張材を混和したセメント硬化

体のクリープ現象をモデル化した。図－1のように膨張

材を混和したセメントペーストは水，セメントおよび膨

張材の水和生成物，未水和セメントおよび未水和膨張材

で構成されている。水和の進行によって水和に消費する

水の量の減少とともに元々のセメントおよび膨張材粒

子の半径ݎは水和の進行によってݎ௨と減少され，逆に水

和生成物の量は増加し，外部水和生成物の半径ܴ௧は増加

するようになる。図にはLorkhorst4)やMaruyama5,7)の既往

研究と同様に水和の進行によって生成される水和生成

物をバー（Bar）のエレメントとして表現している。挿入

される水和生成物のエレメントは外部水和生成物ܴ௧の

増加によって変化する接触面積ܣが1%増加する毎にエ
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レメントが挿入されると仮定する。ここで，接触面積ܣ

は膨張材を混和したペーストの構造形成のパラメータ

として，水和率に依存することで既往のMaruyamaの

Computational Cement Based Material（C-CBM）モデル5)

を参考にし求めた。すなわち，水和の進行とともに粒子

相互間の衝突によって粒子と粒子間の接触面積ܣは増

加し，水和による水和生成物の半径依存する接触面積の

関数はセメント粒子および膨張材粒子の最外部半径を

用いて，次式のように表現できる5)。  

 

	ሺ0.5  ܴ௧ ൏ √2 2⁄ ሻの場合， 

ܣ ൌ ሺܴ௧ߨ
ଶ െ 0.5ଶሻ 

 

	ሺ√2 2⁄  ܴ௧ ൏ √3 2⁄ ሻの場合， 

ܣ ൌ 8
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 一方，既往研究5)を参考とし，セメント粒子および膨

張材粒子の外部水和生成物の半径ܴ௧は以下の式から得

られる。  

 

ܴ௧ ൌ ሺ1  ሺܸ െ 1ሻߙሻ
ଵ
ଷ  	ݎ (2)

 

 ここで，セメントおよび膨張材の体積増加率ܸは，一般

的にセメントの場合，1.9から2.2までの範囲で定義して

いる8)。ここでもセメントの場合，水和反応率に対して

比較的一定値に収束する時点と吸着水やゲル空隙内の

水和に寄与しない水などを考慮し，2.0を採用することに

する6)。一方，膨張材の場合は，膨張材の膨張機構を説

明するYamamotoなどの研究9)を参考とし，水和生成物層

を考慮して3.34を適用した。  

 一方，時間に依存する水和生成物のクリープ変形は以

下の式を採用する。これはLorkhorstの式4)と同型となる。  

 

ሻݐ,ሺߝ ൌ ܽ 
ሺݐ െ ߬ሻ

ݐ
 	ሺ߬ሻߪ (3)

 

ここで，ߝ,ሺݐሻは材齢ݐにおけるクリープ変位，ݐ െ ߬は

載荷時間（時間），ݐは1時間，ߪሺ߬ሻは材齢ݐにおける載荷

される応力，ܽはクリープ定数（mm2/N），݊は乗数とし

て0.3を適用4)することにする。  

一方，セメントの水和生成物のクリープ定数ܽについ

ては，既往研究4,5)を参考とし，1.5☓10-5を適用する。ま

た，膨張材のみの水和によって生成される水和生成物の

クリープ定数は，セメントとは異なると予想され，膨張

材を混和した場合は膨張材によって空隙を作り出しな

がら膨張するため，クリープが少し大きくなるという既

往研究10)と，本研究の実験結果に基づいて実験結果と一

致するように2.1☓10-4を適用することにする。セメント

および膨張材の水和生成物のクリープ変形の温度依存

性については，以下の活性化エネルギーで評価すること

にする。 

 

ܸሺܶሻ ൌ ݔ݁ ൬
ܳ
ܴ

ܶ െ ܶ

ܶ  ܶ
൰ (4)

 

ここで，ܸሺܶሻは温度依存性を示す項，ܳは水和生成物

の活性化エネルギー（20,000J/mol），ܴはガス定数（8.31 

J/mol K），ܶは硬化体の温度， ܶは絶対温度（293 K）を

示し，ܶ＝ ܶの場合，ܸሺܶሻは 1 になる。 

一方，各エレメントにおいて，材齢によって応力の履歴

が異なるため，新しく生成されるエレメントの変形量も

異なるが，応力の再分配11)によってすべてのエレメント

の変形を一律的に考慮し，膨張材を混和したペーストの

クリープ変形は，それぞれから求めたセメント部分のク

リープ変形と膨張材部分のクリープ変形の均衡により，

膨張材の混入率によって次式から求めることにする。  

 

௦௧ሺାாሻߝ ൌ ሺሻߝ  ሺ%ሻܥ  ሺாሻߝ  	ሺ%ሻܺܧ (5)

 

ここで，ߝሺାாሻは膨張材を混和したセメント硬化体の

クリープ変形，ߝሺሻはセメント部分のクリープ変形，

ሺ%ሻはセメントのܥ，ሺாሻは膨張材部分のクリープ変形ߝ

体積混和率，ܺܧሺ%ሻは膨張材の体積混和率を表す。 

 一方，クリープ現象をモルタルおよびコンクリートへ

の拡張のため，図－2 のようにペーストと骨材の複合則
4,5,6)を用いる。骨材（細骨材および粗骨材）は時間依存

変形を伴わないと仮定し，複合則を用いると，ペースト

が時間依存変形をしようとする時，骨材も同量の変形を

させなくてはならないことから，ペーストの応力の負担

分が骨材に移行する応力の再分配をする。したがって，

膨張材を混和したモルタルおよびコンクリートの時間

依存変形は，ペーストの変形から骨材が負担する応力に

よって生ずる変形を以下の式から求められる。 

  

௧ߝ  ௧ሺାாሻ ൌ 

௦௧ሺାாሻߝ  ቈቆ
ሺ1 െ ሻߣ  ܧ  ߣ

ߣ  ܧ  ሺ1 െ ሻߣ  ܧ
ቇ  ሺ1 െ ሻߣ

(6)

 

ここで，ߝ௧		௧ሺାாሻは膨張材を混和したモ

ルタルおよびコンクリートのクリープ，ߝ௦௧ሺାாሻは膨 
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図－２ ペーストと骨材の複合則 

 

張材を混和したペーストのクリープ，ܧは膨張材を混和

したペーストの弾性係数，ܧは骨材の弾性係数を示す。

また，単位体積中の骨材体積を表す係数としてߣは骨材

の体積 ܸとの関係からߣ ൌ ඥ ܸで表現できる。   

2.2 クリープ解析による再分配応力の予測 

水和反応によって生成されるすべてのエレメントに

おいて，時刻ݐ  におけるクリープ変形および弾性変ݐ߂

形の和が等しいことと，エレメント挿入の時において，

外部から荷重の増加がないということ，さらに，クリー

プ変形は応力および水和生成物の体積量に比例し，重ね

合わせの法則が成り立つと仮定し，微小時間毎に逐次法

（step by step）12)を適用すると，全ひずみは，時間ݐにお

ける全体ひずみと新しい応力の増分ߪ߂ሺ߬ሻによって生ず

る弾性ひずみ，次の時間ステップሺݐ, ାଵሻに発生する応ݐ

力の増分ߪ߂൫ ߬൯によって引き起こされるクリープひずみ

の増分で以下のように表現できる。  

 

ାଵሻݐ௧௧ሺߝ ൌ ሻݐ௧௧ሺߝ 
ሺ߬ሻߪ߂
ܧ

ܽ



ୀଵ

 ܸሺ ܶሻ  ൫ߪ߂ ߬൯ 

 ൣ൫ݐାଵ െ ߬൯

െ ൫ݐ െ ߬൯


൧	

(7)

 

2.3 弾性係数 

クリープ解析のために必要な弾性係数は Maruyama の 

C-CBM モデル 5)を参考とし，次式によって求めた。  

 

 ＝௦௧ሺ,ாሻܧ

1
ߣ

ߣ  ሺ,ாሻܧ  ሺ1 െ ሻߣ  ,ாܧ


1 െ ߣ
ሺ,ாሻܧ

 	ܣ (8)

 

ここで，ܧ௦௧ሺ,ாሻは膨張材およびセメント硬化体の

弾性係数，ܧ,ாは未水和セメントおよび未水和膨張材の

弾性係数，ܧሺ,ாሻは水和生成物の弾性係数，ܣは有

効接触面積を表す。また，空間構成を現わす係数として

は未水和セメントおよび未水和膨張材の体積ߣ ܸ,ாと

の関係からߣ ൌ ඥ ܸ,ாと表現できる。一方，ܧ,ாについ

ては 50GPa，	ܧሺ,ாሻについては 25Gpa を適用する 5)。

また，膨張材の場合はそれに対する十分なデータがない

ため，セメントの場合と同様な値を適用した 6)。 

一方，膨張材を混和したセメント硬化体の弾性係数は，

それぞれ求めたセメント部分の弾性係数および膨張材

部分の弾性係数の均衡を考慮し，膨張材の混和率によっ

て次式で表現できるとする。 

 

௦௧ሺାாሻܧ ൌ ௦௧ሺሻܧ  ሺ%ሻܥ  ௦௧ሺாሻܧ  ሺ%ሻܺܧ (9)

 

ここで，ܧ௦௧ሺାாሻは膨張材を混和したセメント硬化

体の弾性係数，ܧ௦௧ሺሻはセメント部分の弾性係数，

ሺ%ሻܺܧሺ%ሻおよびܥ，௦௧ሺாሻは膨張材部分の弾性係数ܧ

はセメントおよび膨張材の体積混入率を表す。 

一方，弾性係数をモルタルおよびコンクリートへの拡

張のため，クリープモデルと同様にペーストと骨材の複

合則を用いる。すなわち，骨材による挙動は発生せず，

ペーストの挙動のみがモルタルやコンクリートの挙動

を支配すると仮定する。したがって，骨材はペーストの

挙動に追従されなく，抵抗体としての機能を持つ。これ

を考慮し，モルタルおよびコンクリートの弾性係数は次

式によって表現できる。  

 

௧ܧ  ௧ሺାாሻ＝ 

1
ߣ

ߣ  ௦௧ሺାாሻܧ  ሺ1 െ ሻߣ  ܧ


1 െ ߣ
௦௧ሺାாሻܧ

	 (10)

 

ここで，ܧ௧		௧ሺାாሻは膨張材を混和したモ

ルタルおよびコンクリートの弾性係数，ܧ௦௧ሺାாሻは膨

張材を混和したペーストの弾性係数，ܧは骨材の弾性

係数を表す。また，単位体積中の骨材体積を現わす係数

としてߣは骨材の体積 ܸとの関係からߣ ൌ ඥ ܸで表

現できる。 

 

3. 実験 

3.1 実験概要 

実験は，水結合材比 0.50 を対象として，砂：結合材を

1：3 とし，エトリンガイト・石灰複合系の膨張材を内割

りで 5%を混入した膨張モルタルと膨張材無混入の普通

モルタルの 2 種類とした。実験はフレッシュ性状，強度

実験，自由収縮実験および拘束収縮実験としてリングテ

ストを行った。フレッシュ性状については，モルタルを

打設した直後，空気量およびスランプフローを測定した。

強度試験用の試験体は，材齢 1 日で脱型し，標準水中養

生（温度 20±2℃）を行い，圧縮強度および割裂引張強度

を測定した。 
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（a）試験体の寸法 （b）応力分布 

図－３ リング型拘束試験の概要 

 

自由収縮実験は，40×40×160mm の型枠を用いて埋込型ひ

ずみ計によって測定した。試験体は，材齢 1 日で脱型し，

リングテストと同一な体積／露出面積比（V/S）を満足さ

せるため，試験体の一部をアルミテープ密封し，恒温恒

湿室（温度 20±2℃，湿度 60±5%）で乾燥させた。一方，

リング型拘束試験体は，図－3 のようにモルタルリング

の断面に均等な乾燥収縮を誘導するため，リング試験体

の高さを AASHTO PP34-9813)で提案する 152mm から

75mm とし，内部鋼材リングの厚さ変化による 2 種類の

拘束条件下で実験を行った。モルタル打込み直後には，

表面から急速に乾燥する現象を防止するため，ビニール

シートによってモルタル表面を封緘し，水分の蒸発を防

止した。材齢１日後に下部の木材板を脱型し，モルタル

の上・下面の表面でのみ乾燥が発生するようにした。拘

束変形は，内部鋼材リングの中央（h＝37.5mm）の 3 箇

所にひずみゲージを設置し，恒温恒湿室でデータロガー

によって測定した。 

 一方，力の釣り合いを用い，内部リングから測定した

拘束収縮ひずみから次式によって内部リングの拘束に

よって発生するモルタルの最大拘束引張応力ߪఏ௫を求

めた 14)。  

 

ఏ௫ߪ ൌ
ሺݎ௦మ െ ௦మሻݎ

௦మݎ2
∙
ሺݎమ  మሻݎ
ሺݎమ െ మሻݎ

∙ ௦௧ܧ ∙ 	௦௧ߝ (11)

 

 ここで，ݎ, ݎはモルタルの内部および外部半径，ݎ௦, 

௦௧は内ܧ，௦は内部鋼材リングの内部半径および外部半径ݎ

部鋼材の弾性係数，ߝ௦௧は内部鋼材リングの拘束ひずみを

表す。 

3.2 実験結果 

 適用した普通モルタルおよび膨張モルタルのスラン 

表－1 フレッシュ性状および強度特性 

Type
Slump 
flow

（cm）

Air
(%)

Compressive strength 
(N/mm2) 

Splitting tensile 
strength (N/mm2)

7D 14D 28D 7D 14D 28D

N 18.5 5.6 21.8 34.4 45.6 2.8 3.2 3.6

EX 17.5 5.1 21.1 33.1 47.1 2.8 3.3 3.6

 

図－４ 自由収縮ひずみ 

 

プフロー，空気量および強度実験結果を表－1に示す。

膨張材の混和によって流動性および空気量には大きい

変化を見られなかった。一方，膨張モルタルにおいて圧

縮強度および割裂引張強度は，普通モルタルに比べてや

や小さな傾向であるが，その差は小さく，膨張材の混和

によるフレッシュ性状および強度特性に及ぼす影響は

小さいことと判断される。  

 自由収縮の結果を図－4に示す。普通モルタルにおい

て，材齢56日までの収縮ひずみは941μとなり，膨張モ

ルタルは532μで，普通モルタルに比べ，409μ程度小さ

く，膨張材の初期膨張によって乾燥収縮量は低減してい

ることが確認できた。  

一方，リングテストによる内部鋼材リングの拘束変形

率および拘束引張応力を図－5 および図－6 に示す。膨

張材の混和によって膨張モルタルの内部鋼材リングの

変形率は減少するが，普通モルタルは自由収縮量の増加

とともに変形率が急激に増加して，最大変形後すぐにひ

び割れが発生したことがわかる。一方，膨張材の混和に

よって内部鋼材リングに生じる最大圧力の減少によっ

て拘束応力は減少し，モルタルのひび割れ発生時間は遅

延されることが確認できる。拘束引張応力の最大値は，

内部鋼材リングの直径の増加によって減少する傾向で

あり，これは同一な界面の拘束荷重が作用したにもかか

わらず，内部鋼材リングの直径増加に従って拘束度が大

きくなり，モルタルが充分に硬化しない初期材齢から内 
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図－５ 拘束変形率の変化 

 

図－６ 拘束応力の変化 

 

図－７ 水和発熱速度および水和反応率の算定結果 

 

部鋼材リングを変形させず，弛緩する収縮量が増加した

ためであると考えられる。 

全体的に膨張材の混和により，ひび割れの発生日は

17~28 日程度遅延される傾向であり，膨張材混和による 

引張応力の低減効果およびひび割れ抵抗性を確認する

ことができた。 

図－８ 拘束応力の予測結果（試験体 A） 

 

図－９ 拘束応力の予測結果（試験体 B） 

 

4. クリープ解析による拘束応力の予測 

4.1 水和反応率 

 クリープ解析において水和反応率αは，式2のセメント

粒子および膨張材粒子の外部水和生成物ܴ௧を求めるた

めに必要なパラメータであり，各時間において水和反応

率ߙሺݐሻは時間ݐにおける積算水和発熱量ܳሺݐሻと全発熱量

ܳ௫を用い，ߙሺݐሻ ൌ ܳሺݐሻ	/ܳ௫によって求めた5)。すな

わち，水和反応率は全体のセメントおよび膨張材のうち

どれだけが反応したかと定義でき，これを推測するため

に水和の進行によって発生する熱量をマルチマイクロ

熱量計（MMC-511 SV）により測定した値を用いて計算

した。水セメント比および水膨張材比0.50の場合の全発

熱量は，セメントの場合437.53J/g，膨張材の場合887.12J/g

であり，図－7に水和発熱速度および水和反応率の算定

結果を示す。膨張材の場合，初期材齢に急激な反応によ

って発熱ピークは増加し，各材齢における水和反応率も

セメントに比べて大きい傾向が確認できた。以後のクリ

ープ解析においてはこの実験値を用いる。  

4.2 拘束応力の予測 

 膨張モルタルに対して拘束された状態での応力変化
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を予測した。応力予測はモデル化したクリープ現象を拘

束状態での応力変化の計算に用いて求めた。一方，予測

した応力はリングテストによって求めた応力の結果と

比較することでモデルによる応力予測手法の妥当性を

検証した。 

 内部鋼材リングによる拘束条件下でリング試験体に

打設したモルタルが線形挙動で収縮や膨張がリング試

験体の全段面で均等に発生すると仮定すると，力の均衡

によって，鋼材の拘束による発生する圧力とモルタルに

発生する圧力は同一であり，この圧力の作用によってモ

ルタルに応力が発生するようになる。 ここではリング

テストの実験値である式11から求めた応力と自由収縮

ひずみから内部鋼材リングから測定した拘束ひずみを

差し引いた有効ひずみを用い，モデル化したクリープ現

象を含めた式7を解析することで各時間における発生応

力を予測した。各拘束条件下でリングテストによって算

定した引張応力とクリープ解析によって求めた引張応

力の予測結果を図－8および図－9に示す。実際にリング

試験体に発生する応力の勾配やモルタルの挙動には差

があるが，リング試験体に打設したモルタルが線形挙動

で収縮や膨張などがリング試験体の全段面で均等に発

生すると仮定して計算したため，試験体Aの膨張モルタ

ルの場合，予測した引張応力はリングテストから求めた

引張応力の結果と少しの差があるが，全体的に材齢によ

る応力の挙動を一定の精度で予測することができた。 

  

5. まとめ 

本研究では，クリープ解析による膨張モルタルの拘束

応力予測に関する研究を行った結果，以下の知見が得ら

れた。 

1）クリープ現象は，膨張材およびセメントの水和生成

物の固有な現象であるという仮定を立て，セメント

および膨張材の水和生成物のクリープ性能を考慮し，

さらに水和の進行によって新しく生成される水和生

成物とすでに生成されて応力を負担している水和生

成物間の応力の再分配を考慮することで，膨張材を

混和したセメント硬化体のクリープ現象をモデル化

した。 

2）クリープ変形は，応力および水和生成物の体積量に

比例し，重ね合わせの法則が成り立つと仮定し，微

小時間毎に逐次法を適用することで再分配応力を予

測することができる。 

3）リングテストにおいて，自由収縮ひずみおよび内部

鋼材リングから測定した変形を用いてクリープ解析

による内部リングに発生する引張応力を予測した結

果，全体的に材齢による応力の進展状態を良い精度

で予測することができた。  
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